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１　計画策定の趣旨

障害の重度化や重複化、障害者や家族の高齢化等に伴い、福祉サービスのニーズも多様化・複雑化してい
ることから、障害のある人を取り巻く状況の変化や国の新たな動きを踏まえ、令和３（2021）年度を初年
度とする「川西町第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画」を策定します。

２　計画の位置付け

■障害福祉計画は、障害者総合支援法第 88条第１項の規定に基づく「市町村障害福祉計画」であり、障
害福祉計画の基本的理念を踏まえ、国の基本指針に基づき本町の障害福祉サービスや相談支援、地域生活支
援事業を充実させるために必要なサービス量を見込むとともに、提供体制の確保に関する方策を定める計画
です。
■障害児福祉計画は、児童福祉法第 33条の 20第１項の規定に基づく「市町村障害児福祉計画」であり、
障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的とする計画です。

３　計画の期間

「第６期障害福祉計画」及び「第２期障害児福祉計画」の期間について、それぞれ３年間とします。

平成 30年度
(2018 年度 )

令和元年度
(2019 年度 )

令和２年度
(2020 年度 )

令和３年度
(2021 年度 )

令和４年度
(2022 年度 )

令和５年度
(2023 年度 )

第３次障害者計画 （６年間）

第５期障害福祉計画 第６期障害福祉計画

第１期障害児福祉計画 第２期障害児福祉計画
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４　計画の成果目標

障害者等の自立支援の観点から、国の基本指針に基づき令和５（2023）年度を目標年度として、次の項
目について目標値を設定します。

(1)  地域生活支援拠点等が有する機能の充実

項　目 目標値（令和５年度）

地域生活支援拠点等（箇所） １

年１回以上運用状況を検証・検討 実施

■  関係機関や近隣自治体との協議により、
既存の資源で対応可能なところから順次
整備を行っていきます。

■  施設入所者の地域生活への移行者数は、
令和元年度末時点の施設入所者数の６％
以上にあたる 1人を、施設入所者数の削
減は、1.6％以上にあたる 1人を目標値
として定めます。

■  福祉施設から一般就労に移行する者を
令和元年度実績の 1.27 倍以上（移行支
援事業 1.30 倍以上、就労Ａ型概ね 1.26
倍以上、就労Ｂ型概ね 1.23 倍以上）と
する成果目標を達成するための人数を設
定します。

■  就労移行支援事業等を通じて一般就労へ
移行する者のうち、７割以上が就労定着
支援事業を利用すること、就労定着支援
事業所のうち就労定着率が８割以上の事
業所が全体の７割以上となることを目標
値として定めます。

■  就労移行支援事業等を通じて一般就労へ
移行する者のうち、７割以上が就労定着
支援事業を利用すること、就労定着支援
事業所のうち就労定着率が８割以上の事
業所が全体の７割以上となることを目標
値として定めます。

■  本町では基本指針の内容を達成してお
り、今後も支援体制の維持・充実に努め
ます。

（2）福祉施設の入所者の地域生活への移行

項　目 目標値（令和５年度）

地域生活への移行者数（人） １

施設入所者数の削減見込（人） １

（3）福祉施設から一般就労への移行等

項　目 目標値（令和５年度） 年間一般就労

移行者数（人）

移行支援事業 1

就労Ａ型 1

就労Ｂ型 1

合計 3

一般就労への移行者のうち就労

定着支援事業の利用者数（人）
1

就労定着支援事業所のうち就労

定着率が８割以上の事業所（箇所）
1

（4）障害児支援の提供体制の整備等

① 児童発達支援センターの設置

項　目 目標値（令和５年度）

児童発達支援センター（箇所） １

② 保育所等訪問支援の充実

項　目 目標値（令和５年度）

保育所等訪問支援実施体制 実施
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③  主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及
び放課後等デイサービス事業所の確保

項　目 目標値（令和５年度）

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援
事業所数（箇所） １

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイ
サービス事業所数（箇所） １

■  令和５年度末までに１箇所以上確保す
る成果目標については、本計画期間内
での事業所の確保をめざします。

■  関係機関等との連携を図り、協議の場
の設置及び医療的ケア児等へのコー
ディネーター配置に向けて実情に沿っ
た支援体制のあり方について検討を進
め、本計画期間内での設置・配置をめ
ざします。

■  実情に沿った支援のあり方について引
き続き検討し、相談支援体制の充実・
強化に努めます。

■  サービス向上への体制構築に向けた検
討を行っていきます。

■  身体障害者手帳は横ばいで推移してい
ますが、療育手帳・精神障害者保健福
祉手帳は増加で推移しています。

④ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

項　目 目標値（令和５年度）

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の
場の設置（箇所） 1

医療的ケア児等に関するコーディネーターの
配置（人） 1

(5）相談支援体制の充実・強化等

項　目 目標値（令和５年度）

総合的・専門的な相談支援の実施 実施

地域の相談支援体制の強化 実施

(6） 障害福祉サービス等の質を向上させるための取り
組みに係る体制の構築

項　目 目標値（令和５年度）

障害福祉サービス等の質を向上させるた
めの取り組みに係る体制の構築 実施

５　障害者全体の状況

資料：川西町（各年度４月１日現在）
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６　障害福祉サービスの見込み

(1）訪問系サービス

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

居宅介護
人 /月 12 13 13

時間 /月 219 227 235

重度訪問介護
人 /月 0 0 0

時間 /月 0 0 0

同行援護
人 /月 2 3 3

時間 /月 18 21 25

行動援護
人 /月 4 5 5

時間 /月 87 94 102

重度障害者等
包括支援

人 /月 0 0 0

時間 /月 0 0 0

（2）日中活動系サービス

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

生活介護
人 /月 23 24 25

人日 /月 478 515 555

自立訓練
（機能訓練）

人 /月 1 1 1

人日 /月 1 1 1

自立訓練
（生活訓練）

人 /月 1 1 1

人日 /月 20 20 20

就労移行支援
人 /月 1 2 2

人日 /月 11 20 25

就労継続支援
Ａ型

人 /月 5 6 6

人日 /月 108 113 118

就労継続支援
Ｂ型

人 /月 17 18 18

人日 /月 303 325 349

就労定着支援 人 /月 1 1 1

療養介護 人 /月 2 2 2

短期入所
人 /月 12 13 13

人日 /月 55 60 65

(3）居住系サービス

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

自立生活援助 人 /月 1 1 1

共同生活援助
（グループホーム） 人 /月 6 7 8

施設入所支援 人 /月 7 8 8

（4）相談支援

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

計画相談支援 人 /月 10 10 10

地域移行支援 人 /月 1 1 1

地域定着支援 人 /月 1 1 1

（5）発達障害者等に対する支援

① ペアレントトレーニングやペアレントプログラム
等の支援プログラム等の受講者数

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

受講者数 人 /年 1 1 1

②ペアレントメンターの人数

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

ペアレント
メンターの人数 人 /年 1 1 1

③ピアサポートの活動への参加人数

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

参加人数 人 /年 1 1 1
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（6）精神障害に対する支援体制

① 保健・医療・福祉関係者による連携体制の強化

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

協議の場の開催 回 /年 １ １ １

参
加
者

保健関係者 人 /年 １ １ １

医療機関
精神科 人 /年 １ １ １

精神科以外 人 /年 １ １ １

福祉関係者 人 /年 １ １ １

介護関係者 人 /年 １ １ １

当事者及び家族等 人 /年 １ １ １

目標設定及び評価の実施回数 回 /年 １ １ １

②  精神障害者の地域移行支援、地域定着支援、
共同生活援助、自立生活援助

区　分 単位 令和
３年度

令和
4年度

令和
5年度

精神障害者の地域移行
支援（利用者数） 人 /年 1 1 1

精神障害者の地域定着
支援（利用者数） 人 /年 1 1 1

精神障害者の共同生活
援助（利用者数） 人 /年 1 1 1

精神障害者の自立生活
援助（利用者数） 人 /年 1 1 1

（7）相談支援体制の充実・強化のための取り組み

① 総合的・専門的な相談支援

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合的・専門的な相談支援 回 /年 1 1 1

② 地域の相談支援体制の強化

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指
導・助言 件 /年 １ １ １

地域の相談支援事業者の人材育成の支援 件 /年 １ １ １

地域の相談機関との連携強化の取り組みの実施 回 /年 １ １ １

（8）障害福祉サービスの質を向上させるための取り組み

① 障害福祉サービス等に係る各種研修の活用

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研
修への職員の参加人数 人 /年 2 2 2

② 障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

審査結果を分析してその結果を活用し、事業所や関係自
治体等と共有する体制 有無 無 無 有

事業所や関係自治体等と共有の実施回数 回 /年 0 0 1
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（9）地域生活支援事業

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

必
須
事
業

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有 有

自発的活動支援事業 実施の有無 有 有 有

相
談

支
援
事
業

障害者相談支援事業 箇所 2 2 2

地域自立支援協議会 実施の有無 有 有 有

成年後見制度利用支援事業 件 /年 1 1 1

成年後見制度法人後見支援事業 件 /年 1 1 1

意思疎通支援事業 人 /月 1 1 1

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業

介護・訓練支援用具 件 /年 1 1 1

自立生活支援用具 件 /年 1 1 1

在宅療養等支援用具 件 /年 1 1 1

情報・意思疎通支援用具 件 /年 1 1 1

排泄管理支援用具 件 /年 466 526 593

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費） 件 /年 1 1 1

手話奉仕員養成研修事業（修了者） 人 /年 0 0 3

移動支援事業
人 /月 18 19 20

時間 /月 160 170 180

地域活動支援センター事業
箇所 1 1 1

人 / 月 1 1 1

任
意
事
業

日
常
生
活
支
援
事
業

訪問入浴サービス事業
箇所 1 1 1

人 / 月 1 1 1

更生訓練費給付事業 件 /年 12 12 12

日中一時支援事業
日 /月 6 6 6

人 / 月 2 2 2

社
会
参
加
支
援
事
業

スポーツ・レクリエーション
教室開催等事業 人 /年 25 25 25

声の広報発行事業 人 /年 1 1 1

自動車運転免許取得費助成事業 人 /年 1 1 1

自動車改造費助成事業 人 /年 1 1 1
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７　障害児支援の見込み

（1）障害児通所支援、障害児相談支援等

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

児童発達支援
人 /月 9 10 11
人日 /月 59 69 79

医療型児童発達支援
人 /月 1 1 1
人日 /月 1 1 1

放課後等デイサービス
人 /月 38 39 41
人日 /月 290 298 306

保育所等訪問支援
人 /月 1 1 1
人日 /月 1 1 1

居宅訪問型児童発達支援
人 /月 1 1 1
人日 /月 1 1 1

障害児相談支援 人 /月 8 10 12

医療的ケア等を必要とする障害児に対する
関連分野の支援を調整するコーディネー
ターの配置

人 /年 1 1 1

（2）子ども・子育て支援

区　分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

保育所・幼稚園・認定こども園における障
害児の受け入れ 人 /月 6 6 6

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラ
ブ）における障害児の受け入れ 人 /月 11 11 11
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